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定款の一部変更に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、定款の一部変更に関する議案を、平成28年 11月 29日開催

予定の第52期定時株主総会に付議することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 定款変更の理由 

  平成28年３月31日付にて第２種優先株式の全株式を取得、同日消却したため当社発行株式は 

普通株式のみとなったことから優先株式及び種類株主総会に関する規定を削除いたします。 

 
２．変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 
（下線は変更部分であります。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章第１条～第１章第５条 
（条文省略） 
 

第１章第１条～第１章第５条 
（現行どおり）  

 
第２章  株式 第２章  株式 

（発行可能株式総数） 
第６条 当会社の発行可能株式総数は、
542,496,038株とし、発行可能種類株式総数は、
普通株式542,495,988株、第２種優先株式50株と
する。  
 

（発行可能株式総数） 
第６条 当会社の発行可能株式総数は、
542,495,988株とする。  
 
 

第７条 （条文省略） 
  

第７条 （現行どおり） 

（単元株式数） 
第８条 当会社の普通株式の単元株式数は、100
株とする。 
２．当会社の第２種優先株式の単元株式数は１
株とする。 
 

（単元株式数） 
第８条 当会社の単元株式数は、100株とする。
 
（削 除） 

第９条～第11条 （条文省略） 
  

第９条～第11条 （現行どおり） 

第２章の２  優先株式 （削 除） 
（剰余金の配当） 
第11条の２ 当会社は、剰余金の配当を行うと
きは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の
株主名簿に記載又は記録された第２種優先株式
を有する株主（以下、「優先株主」という。）
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又は第２種優先株式の登録株式質権者（以下、
「優先登録株式質権者」という。）に対し、普
通株式を有する株主（以下、「普通株主」とい
う。）又は普通株式の登録株式質権者（以下、
「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、
法令の定める範囲内において、第２種優先株式
１株につき、第(1)号に定める額（以下、「優先
配当金」という。）の剰余金の配当を行う。た
だし、当該剰余金の配当に係る基準日が属する
事業年度と同一の事業年度に属する日を基準日
として、当会社が当該剰余金の配当に先立ち優
先株主又は優先登録株式質権者に対して剰余金
の配当（第(2)号に定める累積未払配当金に係る
剰余金の配当を除く。）を行ったときは、かか
る剰余金の配当の合計額を控除した額の剰余金
の配当を行う。また、当該剰余金の配当に係る
基準日から当該剰余金の配当が行われるまでの
間に、当会社が第２種優先株式を取得した場合
には、当該第２種優先株式につき当該基準日に
係る剰余金の配当を行うことを要しないものと
する。  
(1) 優先配当金の額 
各事業年度毎に、当該事業年度に属する日を

基準日とする優先配当金の額は、第２種優先株
式１株につき、第２種優先株式１株あたりの払
込金額に5.0％を乗じて算出した額（１円未満を
四捨五入する。）とする。ただし、2014年８月
31日に終了する事業年度に属する日を基準日と
する優先配当金の額は、第２種優先株式１株に
つき、第２種優先株式１株あたりの払込金額に
5.0％を乗じて算出した額に、2014年３月28日
（同日を含む。）から2014年８月31日（同日を
含む。）までの日数を乗じ、365で除して算出し
た額（１円未満を四捨五入する。）とする。 

（削 除） 

(2) 累積条項 
ある事業年度に属する日を基準日として、優

先株主又は優先登録株式質権者に対して支払う
１株あたりの剰余金の配当（以下に定める累積
未払配当金に係る剰余金の配当を除く。）の額
の合計額が当該事業年度に係る優先配当金の額
に達しないときは、その不足額は、翌事業年度
以降に累積し、当会社は、累積した不足額（以
下、「累積未払配当金」という。）についての
剰余金の配当を、優先配当金及び普通株主又は
普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先
立ち、法令の定める範囲内において、優先株主
又は優先登録株式質権者に対して行う。  

（削 除） 

(3) 非参加条項 
当会社は、優先株主又は優先登録株式質権者

に対しては、優先配当金及び累積未払配当金の
合計額を超えて剰余金の配当を行わない。 
  

（削 除） 



（残余財産の分配） 
第11条の３ 当会社は、残余財産を分配すると
きは、優先株主又は優先登録株式質権者に対
し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立
ち、第２種優先株式１株あたり、優先株式取得
価額（第11条の７第（１）号に定める。以下同
じ。）に相当する額の残余財産の分配を行う。
なお、残余財産の分配の場合は、優先株式取得
価額の計算における「取得請求権を行使した
日」を「残余財産の分配が行われる日」と読み
替えて、優先株式取得価額を計算する。 
２．優先株主又は優先登録株式質権者に対して
は、前項に定めるほか残余財産の分配を行わな
い。 
  

（削 除） 

（議決権） 
第11条の４ 優先株主は、全ての事項につい
て、株主総会において議決権を有しない。 
  

（削 除） 

（種類株主総会の決議事項） 
第11条の５ 当会社が、以下の各号に掲げる行
為をする場合においては、優先株主を構成員と
する種類株主総会の決議を要する。 
(1) 株式又は新株予約権の有利発行を行う場

合 
(2) 会社法第322条第１項各号に掲げる行為

を行う場合 
(3) 会社法第467条第１項第１号及び第２号

に規定する事業の全部若しくは重要な一部の譲
渡又は重要な資産の譲渡を行う場合において、
優先株主に損害を及ぼすおそれがあるとき 
  

（削 除） 

（株式の併合又は分割、募集株式の割当等） 
第11条の６ 当会社は、第２種優先株式につい
て株式の分割又は併合を行わない。当会社は、
優先株主には募集株式の割当を受ける権利又は
募集新株予約権の割当を受ける権利を与えず、
また、株式無償割当又は新株予約権無償割当は
行わない。 
  

（削 除） 

（金銭を対価とする取得請求権） 
第11条の７ 優先株主は、2014年３月28日以降
いつでも、法令の定める範囲内において、当会
社に対し、金銭の交付と引換えに、第２種優先
株式の全部又は一部を取得することを請求する
ことができるものとし（以下、「取得請求権」
という。）、この場合、当会社は、かかる第２
種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換
えに、当該優先株主又は優先登録株式質権者に
対して第(1)号に定める額の金銭を交付する。た
だし、会社法第461条第２項所定の分配可能額を
超えて優先株主から取得請求権の行使があった
場合、当会社が取得すべき第２種優先株式は当

（削 除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



該取得請求権の行使に係る第２種優先株式の数
に応じて比例按分の方法により決定する。 
(1) 第２種優先株式１株の取得と引換えに交

付すべき金銭の額（以下、「優先株式取得価
額」という。）は、次の算式に従って算出され
る額とする。 
  

優先株式
取得価額 

 
＝基本取得価額（第(2) に定め
る。）－控除価額（第(3)号に定
める。） 

  
(2) 基本取得価額 
第(1)号における「基本取得価額」とは、次の

算式に従って算出される額とする。 
  

基本取得
価額 

 
＝第２種優先株式１株 あたりの
払込金額×1.08p＋(p’/365)×1.145q＋
(q’/365) 

  
当初期間に属する日の日数（両端）を「p年と

p’日」とする。また、取得遅滞期間に属する日
の日数（両端）を「q年とq’日」とする。 
  
「当初期間」とは、払込期日（同日を含

む。）から当初期間終了日又は取得請求権を行
使した日のいずれか早く到来する日（同日を含
む。）までの期間をいう。 
  
「当初期間終了日」とは、取得請求権を行使

した日よりも前の日において、優先株主が取得
請求権を行使する旨の意思表示を行ったにもか
かわらず、当該取得請求権行使の意思表示の日
における発行会社の会社法第461条第２項所定の
分配可能額の不足により、当該取得請求権の行
使が無効となり、第２種優先株式が取得されな
かった場合における当該取得請求権行使の意思
表示が行われた日のうち最初の日をいう。 
  
「取得遅滞期間」とは、当初期間終了日が存

在する場合における、当初期間終了日の翌日
（同日を含む。）から取得請求権を行使した日
（同日を含む。）までの期間をいう。 
  
(3) 控除価額 
第(1)号における「控除価額」とは、次の算式

に従って算出される額とする。 
  

控除価額 
 
＝１株あたりの支払済優先配当金
×1.08x＋(x’/365)×1.145y＋(y’/365) 

  

 
 
（削 除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削 除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削 除） 

 



支払後当初期間に属する日の日数（両端）を
「x年とx’日」とする。また、支払後取得遅滞
期間に属する日の日数（両端）を「y年とy’
日」とする。 
  
「支払済優先配当金」とは、優先株主又は優

先登録株式質権者に対して支払われた優先配当
金（累積未払配当金を含む。）をいう。 
  
「支払後当初期間」とは、優先配当金（累積

未払配当金を含む。）が支払われた日（以下、
「支払日」という。）（同日を含む。）から取
得請求権を行使した日（同日を含む。）までの
期間をいう。ただし、当初期間終了日が存在す
る場合において、支払日が当初期間終了日より
前であるときは、支払日（同日を含む。）から
当初期間終了日（同日を含む。）までの期間を
いい、支払日が当初期間終了日以後であるとき
は、支払後当初期間は存在しないものとする。
  
「支払後取得遅滞期間」とは、当初期間終了

日が存在する場合における、当初期間終了日又
は支払日のいずれか遅い日の翌日（同日を含
む。）から取得請求権を行使した日（同日を含
む。）までの期間をいう。 
  
なお、優先配当金が複数回にわたって支払わ

れた場合には、支払済優先配当金のそれぞれに
つき上記計算式により計算された値を合計した
ものを控除価額とする。 
  

（金銭を対価とする取得条項） 
第11条の８ 当会社は、2014年３月28日の２年
後の応当日の翌日以降いつでも、当会社が別に
定める日（以下、「取得日」という。）の到来
をもって、法令の定める範囲内において、第２
種優先株式の全部又は一部を取得することがで
きるものとし、当会社は、第２種優先株式の全
部又は一部を取得するのと引換えに、優先株主
又は優先登録株式質権者に対して第(1)号に定め
る額の金銭を交付する。なお、第２種優先株式
の一部を取得するときは、比例按分の方法によ
る。 
  
(1) 第２種優先株式１株の取得と引換えに交

付すべき金銭の額 
第２種優先株式１株の取得と引換えに交付す

べき金銭の額は、第11条の７第(1)号に定める優
先株式取得価額と同額とする。ただし、「取得
請求権を行使した日」を「取得日」と読み替え
て、優先株式取得価額を計算する。 
  

（削 除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削 除） 

第３章  株主総会 第３章  株主総会 



第12条～第17条 （条文省略） 第12条～第17条 （現行どおり） 
  

（種類株主総会） 
第17条の２ 第13条の定めは、定時株主総会と
同日に開催される種類株主総会についてこれを
準用する。 
２．第14条、第15条及び第17条の定めは、種類
株主総会についてこれを準用する。 
３．第16条第１項の定めは、会社法第324条第１
項の定めによる種類株主総会の決議にこれを準
用する。 
４．第16条第２項の定めは、会社法第324条第２
項の定めによる種類株主総会の決議にこれを準
用する。  
  

（削 除） 

第４章第18条～第６章第37条 
（条文省略）  

 

第４章第18条～第６章第37条 
（現行どおり） 
  

  
 

３．日程 

   定款変更のための株主総会開催日      平成28年11月29日（火曜日） 

   定款変更の効力発生日           平成28年11月29日（火曜日） 

 

以 上 


